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２
０
１
５
（
平
成
27
）
年

１
月
１
日
以
降
、
相
続
又
は

遺
贈
に
よ
り
取
得
す
る
財
産

に
か
か
る
相
続
税
の
基
礎
控

除
額
が
大
幅
に
引
き
下
げ
ら

れ
、
相
続
税
の
負
担
が
増
え

て
い
る
。
表
１
の
「
相
続
税

額
早
見
表
」
は
、
相
続
税
の

負
担
が
ど
れ
位
に
な
る
の
か

の
目
安
で
あ
る
。
最
近
、
相

続
税
対
策
に
関
心
が
高
ま
っ

て
い
る
が
、
相
続
税
対
策
は

信
頼
で
き
る
税
理
士
な
ど
と

よ
く
相
談
し
た
上
で
実
行
す

る
べ
き
で
あ
る
。

　

本
稿
で
は
相
続
財
産
を
生

前
に
減
ら
す
相
続
税
対
策
、

す
な
わ
ち
、
生
前
贈
与
の
活

用
に
よ
る
対
策
に
つ
い
て
説

明
す
る
。

　

相
続
税
は
被
相
続
人
（
死

亡
し
た
人
）
の
財
産
を
す
べ

て
合
算
し
て
課
税
す
る
。
税

率
は
累
進
税
率
で
あ
る
。
財

産
が
多
く
な
れ
ば
な
る
ほ
ど

税
負
担
が
累
進
的
に
増
え
る

仕
組
み
だ
。
そ
こ
で
、
脚
光

を
浴
び
て
い
る
の
が
、
生
前

贈
与
の
活
用
に
よ
る
相
続
税

対
策
で
あ
る
。
し
か
し
、
贈

与
に
は
贈
与
税
が
課
税
さ
れ

る
。
贈
与
税
の
か
か
ら
な
い

贈
与
、
贈
与
税
が
か
か
っ
て

も
負
担
の
少
な
い
贈
与
制
度

を
活
用
す
る
こ
と
に
な
る
。

相
続
税
対
策
と
し
て
の
贈
与
税
制
度
の
活
用

税
理
士

清
家　

裕

経税部経税部
だよりだより

表１　相続税額早見表

表２　暦年課税の贈与税の速算表

　

贈
与
税
は
贈
与
で
財
産
を

も
ら
っ
た
者
に
課
税
さ
れ

る
。
１
月
１
日
か
ら
12
月
31

日
の
１
年
間
に
贈
与
で
も
ら

っ
た
財
産
の
合
計
額
か
ら
、

基
礎
控
除
１
１
０
万
円
を
控

除
し
た
残
額
に
か
か
る
。
贈

与
税
も
累
進
税
率
に
な
っ
て

い
る
。
な
お
、
１
年
間
に
も

ら
っ
た
額
の
合
計
額
が
１
１

０
万
円
以
下
な
ら
贈
与
税
は

か
か
ら
な
い
。
し
た
が
っ

て
、
生
前
に
贈
与
す
る
側
か

ら
言
え
ば
、
配
偶
者
、
子

供
、
孫
な
ど
贈
与
す
る
人
数

が
多
い
ほ
ど
、
多
額
の
生
前

贈
与
が
で
き
る
。
た
だ
し
、

相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
財
産

を
取
得
し
た
者
が
そ
の
相
続

開
始
前
３
年
以
内
に
、
そ
の

被
相
続
人
か
ら
贈
与
に
よ
り

財
産
を
取
得
し
て
い
る
場
合

に
は
、
そ
の
贈
与
に
よ
り
取

得
し
た
財
産
を
相
続
税
の
課

税
価
格
に
加
算
し
て
、
相
続

税
額
を
計
算
す
る
。
な
お
、

加
算
さ
れ
た
財
産
に
課
税
さ

れ
た
贈
与
税
は
、
相
続
税
額

か
ら
控
除
さ
れ
る
。

場
合
に
は
、
贈
与
税
は
非
課

税
で
あ
る
。
た
だ
し
、
一
括

で
贈
与
し
た
場
合
は
課
税
さ

れ
る
。

の
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業

の
用
に
供
す
る
こ
と
が
確
実

な
も
の
は
、
贈
与
税
は
非
課

税
で
あ
る
。

信
託
受
益
権
の
価
額
の
う
ち

６
千
万
円
（
特
別
障
害
者
以

外
は
３
千
万
円
）
ま
で
の
金

額
は
、
贈
与
税
は
非
課
税
で

あ
る
。

め
に
、
必
要
な
都
度
、
必
要

な
金
額
が
贈
与
さ
れ
て
い
る

を
行
う
一
定
の
者
が
、
贈
与

に
よ
り
取
得
し
た
財
産
で
そ

契
約
に
基
づ
く
信
託
受
益
権

の
贈
与
を
受
け
た
場
合
に

は
、
一
定
の
要
件
の
も
と
に

千
万
円
を
限
度
と
し
て
配
偶

者
控
除
の
適
用
が
あ
る
。
基

礎
控
除
１
１
０
万
円
を
含
め

る
と
２
１
１
０
万
円
ま
で
、

贈
与
税
は
か
か
ら
な
い
。

（
最
高
１
５
０
０
万
円
、
な

お
、
消
費
税
率
10
％
が
課
税

さ
れ
る
場
合
は
最
高
３
千
万

円
）
に
つ
い
て
贈
与
税
が
非

課
税
に
な
る
。
た
だ
し
、
住

宅
用
家
屋
の
取
得
等
に
係
る

契
約
を
２
０
１
９（
平
成
31
）

年
６
月
30
日
ま
で
に
締
結
し

て
い
る
場
合
に
限
ら
れ
る
。

齢
20
歳
以
上
（
贈
与
を
受
け

た
年
の
１
月
１
日
現
在
の
年

齢
）
の
者
に
適
用
す
る
税
率

で
あ
る
。
一
般
税
率
は
特
例

税
率
の
適
用
者
以
外
の
税
率

で
あ
る
。
特
例
税
率
は
一
般

税
率
よ
り
贈
与
税
の
負
担
が

軽
く
な
っ
て
い
る
。

る
。
な
お
、
こ
の
制
度
は
暦

年
課
税
制
度
（
基
礎
控
除
１

１
０
万
円
の
制
度
）
と
の
選

択
で
あ
る
。
こ
の
制
度
の
選

択
後
は
、
こ
の
制
度
を
利
用

す
る
贈
与
者
間
で
は
暦
年
課

税
制
度
の
適
用
は
で
き
な
く

な
る
。

　

以
上
、
相
続
税
対
策
と
し

て
活
用
で
き
る
主
な
贈
与
税

制
度
を
ご
紹
介
し
た
。
い
ず

れ
も
「
入
口
程
度
」
の
説
明

で
あ
る
。
適
用
要
件
が
複
雑

で
あ
る
た
め
、
実
行
さ
れ
る

場
合
に
は
、
詳
し
く
検
討
し

て
間
違
い
の
な
い
よ
う
に
す

る
必
要
が
あ
る
。

（
注
）
表
１
、
表
２
は
「
月

刊
保
団
連
」
臨
時
増
刊
号

「
特
集
／
経
営
対
策
シ
リ
ー

ズ
２
０
１
６　

保
険
医
の
経

営
と
税
務　

確
定
申
告
・
医

業
経
営
改
善
の
た
め
に
」

（
全
国
保
険
医
団
体
連
合
会

発
行
）
よ
り
引
用

外
の
者
に
支
払
わ
れ
る
金
額

は
５
０
０
万
円
）
を
上
限
と

し
て
、
贈
与
税
は
非
課
税
で

あ
る
。
教
育
資
金
の
範
囲

は
、
学
校
等
へ
の
入
学
金
や

授
業
料
、
学
校
以
外
の
塾
や

習
い
事
の
月
謝
等
で
あ
る
。

受
贈
者
が
30
歳
に
達
す
る
日

に
こ
の
口
座
等
は
終
了
と
な

り
、
口
座
等
の
残
額
や
教
育

資
金
以
外
の
支
払
が
あ
れ
ば

贈
与
税
が
課
税
さ
れ
る
。

し
、
結
婚
・
子
育
て
資
金
を

一
括
し
て
拠
出
し
た
場
合
、

こ
の
資
金
に
つ
い
て
は
受
贈

者
ご
と
に
１
千
万
円
（
結
婚

資
金
は
３
０
０
万
円
）
を
上

限
と
し
て
、
贈
与
税
は
非
課

税
で
あ
る
。
結
婚
資
金
は
、

挙
式
費
用
、
衣
装
代
等
の
婚

園
・
保
育
所
等
の
保
育
料
等

で
あ
る
。
受
贈
者
が
50
歳
に

達
す
る
日
に
こ
の
口
座
等
は

終
了
と
な
り
、
口
座
等
の
残

額
や
結
婚
・
子
育
て
資
金
以

外
の
支
払
が
あ
れ
ば
贈
与
税

が
課
税
さ
れ
る
。

　

扶
養
義
務
者
相
互
間
で
生

活
費
や
教
育
費
に
充
て
る
た

　

宗
教
、
慈
善
、
学
術
そ
の

他
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業

　

特
定
障
害
者
（
特
別
障
害

者
及
び
一
定
の
障
害
者
）

が
、
特
定
障
害
者
扶
養
信
託

　

婚
姻
期
間
が
20
年
以
上
の

夫
婦
間
で
、
居
住
用
不
動
産

の
贈
与
又
は
居
住
用
不
動
産

を
取
得
す
る
た
め
の
金
銭
の

贈
与
に
は
、
一
定
の
要
件
を

満
た
せ
ば
課
税
価
格
か
ら
２

　

２
０
１
５
（
平
成
27
）
年

１
月
１
日
か
ら
２
０
１
９

（
平
成
31
）
年
６
月
30
日
ま

で
の
間
に
、
父
母
や
祖
父
母

な
ど
の
直
系
尊
属
か
ら
住
宅

を
取
得
等
す
る
た
め
の
資
金

の
贈
与
を
受
け
た
場
合
、
一

定
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る

者
に
つ
い
て
は
、
一
定
金
額

　

２
０
１
５
（
平
成
27
）
年

１
月
１
日
か
ら
贈
与
税
の
税

率
が
変
更
に
な
り
、
表
２

「
暦
年
課
税
の
贈
与
税
の
速

算
表
」
の
通
り
、
一
般
税
率

と
特
例
税
率
の
２
種
類
に
な

っ
た
。
特
例
税
率
と
は
父
母

や
祖
父
母
な
ど
の
直
系
尊
属

か
ら
贈
与
を
受
け
た
者
が
年

　

相
続
時
精
算
課
税
制
度
は

い
ず
れ
相
続
財
産
に
な
る
財

産
を
生
前
に
贈
与
し
、
次
世

代
が
で
き
る
だ
け
早
く
活
用

で
き
る
よ
う
に
す
る
制
度
で

あ
る
。
こ
の
制
度
は
２
０
１

５
（
平
成
27
）
年
１
月
１
日

以
後
、
満
60
歳
以
上
の
父
母

又
は
祖
父
母
か
ら
満
20
歳
以

上
（
い
ず
れ
も
そ
の
年
１
月

１
日
現
在
の
年
齢
）
の
子
で

あ
る
推
定
相
続
人
及
び
孫
に

対
す
る
贈
与
に
つ
い
て
、
贈

与
時
の
贈
与
財
産
の
価
額
の

合
計
額
か
ら
２
５
０
０
万
円

を
控
除
し
、
残
額
が
あ
れ
ば

一
律
20
％
の
税
率
を
掛
け
て

贈
与
税
を
算
出
す
る
制
度
に

拡
充
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
制

度
は
そ
の
贈
与
者
が
亡
く
な

っ
た
時
に
、
そ
の
贈
与
財
産

は
相
続
財
産
に
算
入
し
相
続

税
の
課
税
対
象
に
な
り
、
既

に
納
め
た
贈
与
税
が
あ
れ
ば

相
続
税
額
か
ら
控
除
さ
れ

　

２
０
１
３
（
平
成
25
）
年

４
月
１
日
か
ら
２
０
１
９

（
平
成
31
）
年
３
月
31
日
ま

で
の
間
に
、
父
母
や
祖
父
母

な
ど
の
直
系
尊
属
（
贈
与

者
）
が
、
金
融
機
関
に
30
歳

未
満
の
子
・
孫
（
受
贈
者
）

名
義
の
口
座
等
を
開
設
し
、

教
育
資
金
を
一
括
し
て
拠
出

し
た
場
合
、
こ
の
資
金
に
つ

い
て
は
受
贈
者
１
人
に
つ
き

１
５
０
０
万
円
（
学
校
等
以

　

２
０
１
５（
平
成
27
）年
４

月
１
日
か
ら
２
０
１
９
（
平

成
31
）
年
３
月
31
日
ま
で
の

間
に
、
父
母
や
祖
父
母
な
ど

の
直
系
尊
属
（
贈
与
者
）

が
、
金
融
機
関
に
20
歳
以
上

50
歳
未
満
の
子
・
孫
（
受
贈

者
）
名
義
の
口
座
等
を
開
設

礼
費
用
、
家
賃
・
敷
金
等
の

新
居
費
用
、
転
居
費
用
等
で

あ
る
。
子
育
て
資
金
は
、
妊

娠
、
出
産
及
び
育
児
に
要
す

る
費
用
で
、
不
妊
治
療
、
妊

婦
健
診
、
分
娩
費
、
産
後
ケ

ア
費
、
子
の
医
療
費
、
幼
稚

１
．
贈
与
税
の
基
礎
控
除

１
．
贈
与
税
の
基
礎
控
除

２
．
扶
養
義
務
者
相
互
間
の

２
．
扶
養
義
務
者
相
互
間
の

　
　

生
活
費
・
教
育
費

　
　

生
活
費
・
教
育
費

５
．
贈
与
税
の
配
偶
者
控
除

６
．
住
宅
取
得
等
資
金
に
係
る

　
　

贈
与
税
の
非
課
税
措
置

９
．
特
例
税
率
の
活
用

10
．
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
選
択

７
．
教
育
資
金
の
一
括
贈
与
に

　
　

係
る
贈
与
税
の
非
課
税
措
置

８
．
結
婚
・
子
育
て
資
金
の
一
括
贈
与
に

　
　

係
る
贈
与
税
の
非
課
税
措
置

３
．
公
益
事
業
用
財
産
の
贈
与

３
．
公
益
事
業
用
財
産
の
贈
与

４
．
特
定
障
害
者
扶
養
信
託
契
約
に

４
．
特
定
障
害
者
扶
養
信
託
契
約
に

　
　

基
づ
く
信
託
受
益
権

　
　

基
づ
く
信
託
受
益
権

2015年１月１日以降に相続が発生した場合の税額早見表

相
続
財
産
総
額

（
基
礎
控
除
前
）

配偶者あり 配偶者なし
子１人 子２人 子３人 子４人 子１人 子２人 子３人 子４人
税　

額

負
担
率

税　

額

負
担
率

税　

額

負
担
率

税　

額

負
担
率

税　

額

負
担
率

税　

額

負
担
率

税　

額

負
担
率

税　

額

負
担
率

千万円 万円 ％ 万円 ％ 万円 ％ 万円 ％ 万円 ％ 万円 ％ 万円 ％ 万円 ％
5 40 1 10 0 0 0 0 0 160 3 80 2 20 0 0 0
6 90 2 60 1 30 1 0 0 310 5 180 3 120 2 60 1
7 160 2 113 2 80 1 50 1 480 7 320 5 220 3 160 2
8 235 3 175 2 138 2 100 1 680 9 470 6 330 4 260 3
9 310 3 240 3 200 2 163 2 920 10 620 7 480 5 360 4
10 385 4 315 3 263 3 225 2 1,220 12 770 8 630 6 490 5
12 580 5 480 4 403 3 350 3 1,820 15 1,160 10 930 8 790 7
15 920 6 748 5 665 4 588 4 2,860 19 1,840 12 1,440 10 1,240 8
18 1,370 8 1,100 6 993 6 900 5 4,060 23 2,740 15 2,040 11 1,720 10
20 1,670 8 1,350 7 1,218 6 1,125 6 4,860 24 3,340 17 2,460 12 2,120 11
25 2,460 10 1,985 8 1,800 7 1,688 7 6,930 28 4,920 20 3,960 16 3,120 12
30 3,460 12 2,860 10 2,540 8 2,350 8 9,180 31 6,920 23 5,460 18 4,580 15
40 5,460 14 4,610 12 4,155 10 3,850 10 14,000 35 10,920 27 8,980 22 7,580 19
50 7,605 15 6,555 13 5,963 12 5,500 11 19,000 38 15,210 30 12,980 26 11,040 22
100 19,750 20 17,810 18 16,635 17 15,650 16 45,820 46 39,500 40 35,000 35 31,770 32

注１）この表は、配偶者が遺産の２分の１を取得した場合の計算です。
注２）税額控除は、配偶者の税額軽減以外にはないものとしました。
注３）法定相続人の中に相続を放棄した者があるときは、その放棄がなかったものとした場合の相続人の数。
注４） 養子がいる場合、養子の数は、実子がいる場合には１人、実子がいない場合には２人に制限されます。ただし、

税負担回避の養子は認められません。
注５）負担率は小数点以下、税額は１万円未満を四捨五入しました。

（注） 「特例税率」とは、20歳以上の者が直系尊属から贈与を受
けた財産に係る贈与税の税率です。

　　　 「一般税率」とは、それ以外の贈与財産に係る贈与税の税
率です。

基礎控除後の
課税価格

一般税率（注）
（一般贈与財産）

特例税率（注）
（特例贈与財産）

税率 控除額 税率 控除額

200万円以下 10% － 10% －

300万円以下 15% 10万円   
15% 10万円   

400万円以下 20% 25万円   

600万円以下 30% 65万円   20% 30万円   

1,000万円以下 40% 125万円   30% 90万円   

1,500万円以下 45% 175万円   40% 190万円   

3,000万円以下 50% 250万円   45% 265万円   

4,500万円以下
55% 400万円

50% 415万円   

4,500万円超 55% 640万円

〔基礎控除年間　110万円〕


